第１６章　府民所得
概況
　昭和55年度日本経済は、第２次石油危機の影響をうけ、なだらかな景気の後退をみた。国民総生産は、実質190兆1300億円となり、実質経済成長率は3.7パーセント増と前年度（5.3パーセント増）を下回るものとなった。
　その内容は、民間消費や住宅投資・財政投資が不振となったのに対し設備投資と輸出が堅調な伸びを示しており、前年度の内需主導型から外需主導型（成長率3.7パーセントに対する外需寄与度3.3パーセント）の成長となっている。他方物価は、労働分配率（雇用者所得／名目ＧＮＰ）が安定的に推移したことから前回の危機にくらべ落ち着いた動きを示し、国際収支も輸出が堅調な伸びを示したことから赤字幅が縮小するなどわが国の経済パフォーマンスは先進諸国や第１次石油危機と比較して良好なものであった。
　ところで、大阪経済をみると府内総生産は名目20兆8700億円（対前年度増加率9.2パーセント増）、実質15兆4700億円（同1.8パーセント増）となり、実質成長率は1.8パーセント増と前年度（4.0パーセント増）を下回るものとなった。その内容をみると国と同様民間設備投資や純移出は堅調な伸びとなったのに対し、総需要の約５割を占める民間消費が不振となったほか、住宅投資や財政投資もマイナスの伸び（実質）となるなど内需は落ち込みをみせた。この結果、実質経済成長率1.8パーセントに対する外需寄与度は3.0パーセントとなり外需依存の成長となった。
府内純生産
　昭和55年度府内純生産は17兆3300億円となり、対前年度増加率は8.7パーセント増と前年度の伸び（11.5パーセント増）を下回った。これは第三次産業は堅調さを維持したものの製造業や建設業の伸びが低下したためである。
　内訳をみると、全産業中最もウェイトの高い製造業は7.7パーセント増と前年度の伸び（13.9パーセント増）を下回った。これは、一般機械・電気機械など加工型産業が輸出が好調に推移したことを反映して16.3パーセント増と高い伸びとなったのに対し鉄鋼･繊維など素材型産業は、同産業における輸出の伸びの鈍化や民間消費の停滞などから3.7パーセント増と低い伸びになったためである。卸・小売業は9.3パーセント増と前年度の伸び（8.9パーセント増）をやや上回ったが、これは全体の約９割を占める卸売業が輸出が好調に推移したことから順調な伸びとなったことによる。金融・保険・不動産業は、不動産業が住宅需要の伸び悩みから不振となったため8.1パーセント増と前年度の伸び（9.8パーセント増）を下回った。サービス業は、事業所サービス業が堅調な伸びを示したのに対し個人サービス業が不振となったことから6.5パーセント増と前年度の伸び（7.4パーセント増）をやや下回った。
府民分配所得
　55年度の分配所得は、財産所得が前年度にひき続き高い伸びとなったものの雇用者所得は依然伸び悩み、また企業所得も前年度を下回ったため16兆7800億円（対前年度増加率8.7パーセント増）となり、前年度（10.9パーセント増）を下回る伸びとなった。
　内訳をみると、分配所得の約６割を占める雇用者所得（名目）は、6.5パーセント増となり前年度の伸び（5.5パーセント増）を上回った。これは、雇用者数（府民所得統計推計）が49年度からの減少傾向が続くなかで54年度（0.9パーセント減）にくらべ55年度（0.0パーセント減）は若干の明るさがみられること、また賃金も毎月勤労統計で6.0パーセント増と6パーセント台の伸び率を示したことによる。
　企業所得は、1.4パーセント増と低い伸びを示したが、そのうち法人企業所得は8.5パーセント増と前年の伸び（26.2パーセント増）を下回るものの堅調な伸びとなった。これは、加工型産業の好収益に対し、低調な民間消費、住宅投資に依存する素材型産業の収益悪化による。一方、個人企業所得は消費の落ち込みにより7.4パーセント減とマイナスに転じている。
　財産所得は、36.2パーセント増となり、各項目中最も高い伸びとなった。特に家計の利子所得が48.8パーセント増と高い伸びとなった。これは、55年前半の高水準な預金金利を反映したことが大きな要因である。
府内総支出
　55年度府内総支出は、純移出が好調に推移したものの民間消費や住宅投資が不振となったことから名目で20兆8700億円（対前年度増加率9.2パーセント増）となり、実質では第二次石油ショックの影響をうけデフレーターが7.2パーセント増と前年度（6.5パーセント増）を上回ったため15兆4700億円（対前年度増加率1.8パーセント増）となった。
　内訳をみると、支出全体の約５割のウェイトをもつ民間最終消費支出は、実質0.1パーセント増となり前年度の伸び（3.8パーセント増）を下回った。これは実質可処分所得がマイナスの伸びになったため、ウェイトの高い雑費の伸びが低下したことによる。
　民間設備投資は、実質4.0パーセント増となり前年度の伸びを下回ったものの底固い動きを示した。これは卸・小売業などで増勢が鈍化したのに対し、製造業で加工型産業が企業収益の好調さに加え堅調な外需に支えられ設備投資を積極化したためである。
　財政投資は、厳しい財政の状況下で公共事業関係費が低く抑えられたことや、国において物価対策の一環として年度前半に公共事業の抑制が図られたことなどから実質6.4パーセント減と前年度の伸び（3.7パーセント増）を大きく下回った。
　純移出（輸・移出から輸・移入を引く）は実質16.0パーセント増となり、前年度の伸び（13.4パーセント減）を大きく上回った。これは、府内需要が停滞する中で、製造品出荷額（14.2パーセント増）が前年度（9.9パーセント増）を上回ったため、移出に対する依存度が高まったことに加え、年度後半の輸入物価の落ち着きは純移出の増加に寄与したものと思われる。
